
 

 

  平成 25 年 11 月 22 日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 ア ク ト コ ー ル 

代 表 者 名 代 表 取 締 役  平 井 俊 広 

（コード番号：6064 東証マザーズ） 

問い合わせ先 専務取締役管理本部長 菊井聡 

電 話 番 号 0 3 － 5 3 1 2 － 2 3 0 0 

 

主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 
 

 平成 25 年 11 月 25 日付けをもって、当社の主要株主である筆頭株主に異動が生じる予定となりまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。  

  

記 

1. 異動が生じる経緯 

 当社の主要株主である筆頭株主の平井 俊広（当社代表取締役）より、安定株主として長期保有す

ることを目的に、保有する当社普通株式の一部を株式会社エフォートに譲渡する予定である旨の報

告を受けました。これにより、当社の主要株主である筆頭株主に異動が生じる予定です。 

 なお、株式会社エフォートは平井 俊広が全株式を保有する資産管理会社であるため、支配株主の

異動はございません。 

 

 

2. 異動予定年月日 平成 25 年 11 月 25 日（予定） 

 

 

3. 異動する株主の概要 

(1) 主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主の概要 

① 氏 名 平井 俊広 

② 住 所 東京都港区 

③ 当 社 と の 関 係 代表取締役 

 

(2) 新たに主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主の概要 

① 氏 名 株式会社エフォート 

② 住 所 東京都港区二丁目 17 番 50-2905 号 

③ 代 表 者 代表取締役 平井 俊広 



④ 事 業 内 容 資産管理業 

⑤ 資 本 金 10 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 24 年 10 月 23 日 

⑦ 純 資 産 － 

⑧ 総 資 産 － 

⑨ 大株主及び持株比率 平井 俊広   100％ 

⑩ 上場会社との関係 資本関係：当該会社は、平成 25 年 11 月 25 日に当社株式を取得し、

     当社の議決権の 39・87％を所有する予定です。 

人的関係：当社の当社代表取締役である平井俊広は、当該会社の代

     表取締役を兼務しております。 

取引関係：該当事項はありません。 

 

 

4. 当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）および総株主数の議決権の数に対する割合 

(1) 平井俊広 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数に

対する割合（注１） 
大株主順位（注２）

異動前 

（平成 25年５月 31日現在） 

6,874 個 

（687,400 株） 
55.87％ 第１位 

異動後 

（予定） 

1,974 個 

（197,400 株） 
16.05％ 第２位 

 

(2) 株式会社エフォート 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数

に対する割合（注１） 
大株主順位（注２）

異動前 

（平成 25年５月 31日現在） 
‐ ‐ － 

異動後 

（予定） 

4,900 個 

（490,000 株） 
39.83％ 第１位 

（注１）議決権を有しない株式として発行済み株式総数から控除した株式数    500 株 

 平成 25 年５月 31 日現在の発行済株式総数    1,230,800 株 

（注２）異動後の大株主順位については、平成 25 年５月 31 日現在の株主名簿を基準として、 

 当社において想定したものです。 

 

 

 

 

 



5. 異動前後の当該支配株主等の所有する議決権の数および所有割合 

 

 
氏名 属性 

議決権の株（所有株式数）及び議決権所有割合 

直接所有分 合算対象分 計 

異動前 平井 俊広 親会社以外

の支配株主

6,874 個 

（687,400 株）

55.87％ 

 

－ 

6,874 個 

（687,400 株）

55.87％ 

異動後 平井 俊広 親会社以外

の支配株主

1,974 個 

（197,400 株）

16.05％ 

4,900 個 

（490,000 株） 

39.83％ 

6,874 個 

（687,400 株）

55.87％ 

 

 

6. 「開示対象となる非上場の親会社等」の変更の有無 

開示対象となる非上場の親会社等はありません。 

 

 

7. 今後の見通し 

 株式会社エフォートは、当社代表取締役である平井 俊広が全株式を保有する資産管理会社であり、

安定株主として長期保有する予定である旨の報告を受けております。 

 また、本件による当社の経営体制および業績に与える影響はございません。 

 

以上 

 


